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実
施
計
画
で
は
、
行
財
政
改
革
に

よ
る
経
費
削
減
効
果
額
と
し
て　

億
３７

　

市
は
、
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
行
財
政
改
革
大
綱
（
平
成

　

年
度
〜
平
成　

年
度
）
で
は
、「
市
政
運
営
方
針
の
改
革
」「
組
織
の
改

１７

２２

革
」「
人
の
改
革
」「
財
政
構
造
の
改
革
」「
事
務
事
業
の
見
直
し
」
を
５
つ
の

柱
に
し
て
い
ま
す
。ま
た
、
実
施
計
画
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
改
革
の
目
標
額

を
掲
げ
、こ
れ
ま
で
具
体
的
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

今
月
号
で
は
、
中
間
取
り
ま
と
め
と
し
て
、
平
成　

年
度
ま
で
の
実
績

１８

と
平
成　

年
度
ま
で
の
見
込
み
を
合
わ
せ
た
成
果
、
ま
た
、
来
年
度
か
ら

１９

の
改
革
事
項
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

円
を
平
成　

年
度
ま
で
に
達
成
す
る

２２

こ
と
を
目
標
に
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
の
取
り
ま
と
め
で
は
、
こ
の

目
標
額
に
対
し
て
約
６
億
６
０
０
０

万
円
、率
に
し
て　

・
６
％
の
達
成
と

１７

な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
職
員
の
削
減
、
補
助
金

の
見
直
し
、
市
税
等
の
収
納
率
の
向

上
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

さ
ら
に
、
施
設
使
用
料
の
均
一
化

や
外
部
委
託
の
見
直
し
、
事
務
経
費

の
削
減
な
ど
を
進
め
た
結
果
、
ほ
ぼ

計
画
通
り
に
進
ん
で
い
ま
す
。
各
項

目
ご
と
の
実
績
額
等
は
表
①
の
と
お

り
で
す
。

行
財
政
改
革
の
取
り
組
み

こ
れ
ま
で
の
成
果
と

来
年
度
の
改
革
事
項

その１０

目
標
額
に
対
し
て　

・
６
％
達
成

１７

�

　

今
回
の
中
間
取
り
ま
と
め
で
は
、

平
成　

年
度
か
ら
の
改
革
項
目
を
設

２０

定
し
て
、
さ
ら
に
行
財
政
改
革
に
取

り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

【
市
政
運
営
方
針
の
改
革
】

《
市
民
と
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
》

◆
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
実
施
に

向
け
た
必
要
の
事
項
の
設
定

　

広
く
市
民
の
市
政
へ
の
積
極
的
な

参
加
の
機
会
を
確
保
し
、
多
様
な
意

見
を
反
映
さ
せ
た
市
の
施
策
決
定
を

行
い
、
市
政
運
営
の
公
正
の
確
保
と

透
明
性
の
向
上
を
図
り
ま
す
。

※
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
と
は
…
市

の
重
要
な
施
策
の
意
思
決
定
の
過
程
に

お
い
て
、
施
策
の
案
を
公
表
し
、
市
民
か

ら
意
見
の
提
出
を
広
く
求
め
、
提
出
さ
れ

た
意
見
を
考
慮
し
て
施
策
の
決
定
を
行

う
と
と
も
に
、
そ
の
意
見
に
対
す
る
市
の

考
え
方
を
公
表
す
る
手
続
を
い
い
ま
す
。

◆
審
議
会
・
委
員
会
等
の
充
実

　

審
議
会
等
の
透
明
性
・
効
率
性
を

高
め
、
開
か
れ
た
市
政
の
一
層
の
推

進
の
た
め
、
委
嘱
す
る
委
員
の
選
任

等
に
関
す
る
基
準
を
定
め
ま
す
。

（
選
任
基
準
等
）

�
女
性
委
員
の
割
合
を
総
委
員
数
の

　

年
度
か
ら
の
改
革
事
項

20

表①　項目ごとの達成率

達成率
H１８実績額と
H１９見込額

目標額項　目

――
目標学は設定
していません

市 政 運 営
方針の改革

１３.６%３億５,４００万円２６億１,０００万円組織の改革

１３.８%４,４００万円３億１,９００万円人の改革

３１.７%２億６,１００万円８億２,４００万円
財政構造
の 改 革

１７.６%６億５,９００万円３７億５,３００万円
事務事業
の見直し

１８�
０�

５�

１０�

１５�

２０�

２５�

３０�

３５�

４０�

１９� ２０� ２１� ２２�
年度�

効果額（億円）�

H１８実績額とH１９見込額�

１７.６％�１７.６％�

１００％１００％�１００％�

目標額�

推計額�

グラフ①　行財政改革の削減目標額と
１９年度までの実績を踏まえた推計
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％
以
上

３０
�
既
設
置
の
審
議
会
等
の
委
員
と
の

兼
任
や
長
期
に
わ
た
る
委
員
の
選

任
を
避
け
る

�
委
員
の
定
数
は
、
法
令
等
に
定
め

の
あ
る
場
合
を
除
き　

人
以
内

１５

�
公
募
に
よ
る
委
員
の
人
数
は
、
総

委
員
数
の　

％
以
上

２０

【
組
織
の
改
革
】

《
行
政
組
織
等
の
見
直
し
》

◆
地
域
市
民
セ
ン
タ
ー
・
地
域
局
エ

リ
ア
の
見
直
し
の
検
討

　

地
域
市
民
セ
ン
タ
ー
や
地
域
局
エ

リ
ア
に
つ
い
て
、
住
民
同
士
の
つ
な

が
り
や
人
口
規
模
な
ど
を
基
に
対
象

エ
リ
ア
の
見
直
し
の
検
討
を
行
い
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の
連
携
・
強
化
を

目
指
し
ま
す
。

《
人
件
費
の
削
減
》

◆
定
員
管
理
の
適
正
化

　

平
成　

年
４
月
の
見
込
み
職
員
数

２２

６
８
２
人
（
平
成　

年
４
月
現
在
７

１９

５
７
人
）
を
見
据
え
た
組
織
機
構
に

対
応
し
た
人
員
の
適
正
配
置
を
行
い

ま
す
。

【
人
の
改
革
】

《
職
員
の
意
識
改
革
》

◆
効
率
的
な
研
修
の
実
施

　

地
方
分
権
時
代
に
活
躍
で
き
る
職

員
像
を
設
定
し
、
自

己
啓
発
・
職
場
研
修
・

研
修
所
研
修
・
派
遣

研
修
な
ど
に
よ
り
人

材
育
成
に
努
め
ま

す
。

【
財
政
構
造
の

改
革
】

《
歳
入
の
確
保
》

◆
不
要
物
品
の
売
却

等
に
よ
る
歳
入
確
保

　

市
が
管
理
す
る
物

品
で
将
来
使
用
す
る

見
込
み
が
な
い
不
要
物
品
に
つ
い

て
、
庁
内
で
の
再
利
用
が
無
く
再
販

が
可
能
な
物
品
に
つ
い
て
、
売
払
い

手
続
、
基
準
等
を
定
め
、
歳
入
確
保

に
努
め
ま
す
。

【
事
務
事
業
の
改
革
】

《
一
般
事
務
経
費
等
の
見
直
し
》

◆
用
度
品
、
等
一
括
管
理
体
制
の
構

築
　

用
度
品
の
調
達
は
、
購
入
単
価
の

削
減
、
事
務
経
費
の
節
減
の
両
方
の

観
点
か
ら
、
利
用
頻
度
の
高
い
事
務

消
耗
品
の
年
間
統
一
単
価
に
よ
る
購

入
を
検
討
し
ま
す
。

　

ま
た
、
公
用
車
に
つ
い
て
は
、
運

行
実
態
調
査
を
基
に
公
用
車
配
車
基

準
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
集
中
管

理
（
拠
点
管
理
）
を
検
討
し
ま
す
。

《
市
有
財
産
の
有
効
活
用
と
効
率
的

な
管
理
体
制
の
構
築
》

◆
指
定
管
理
者
制
度
の
積
極
的
な
導

入
と
地
方
独
立
行
政
法
人
化
の
検
討

　

各
施
設
の
管
理
経
費
の
削
減
と
効

率
的
な
利
用
を
促
進
す
る
た
め
、
指

定
管
理
者
制
度
の
導
入
を
図
る
と
と

も
に
、
地
方
独
立
行
政
法
人
化
や
民

営
化
に
つ
い
て
検
討
し
ま
す
。

　

ま
た
現
在
、
指
定
管
理
者
制
度
を

導
入
し
て
い
る
施
設
に
つ
い
て
は
、

指
定
管
理
の
あ
り
方
や
、
表
②
に
示

す
指
定
管
理
施
設
の
分
類
等
に
よ
り

各
施
設
の
維
持
管
理
の
見
直
し
を
行

い
、
経
費
の
軽
減
を
図
り
ま
す
。

※
指
定
管
理
制
度
と
は
…
多
様
化
す

る
市
民
ニ
ー
ズ
に
よ
り
、
効
果
的
・
効
率

的
に
対
応
す
る
た
め
、
公
の
施
設
の
管
理

に
民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
し
な
が
ら
、

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と
経
費
の
節
減

を
図
る
こ
と
を
目
的
に
、
平
成　

年
６
月

１５

の
地
方
自
治
法
改
正
に
よ
り
創
設
さ
れ

た
も
の
で
す
。
こ
の
制
度
の
導
入
に
よ
っ

て
、
こ
れ
ま
で
公
共
的
な
団
体
等
に
限
定

さ
れ
て
い
た
公
の
施
設
の
管
理
運
営
を

民
間
事
業
者
も
含
め
た
幅
広
い
団
体
に

も
委
ね
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り

ま
し
た
。

※
地
方
独
立
行
政
法
人
と
は
…
住
民

の
生
活
お
よ
び
地
域
経
済
の
安
定
等
の

公
共
上
の
見
地
か
ら
、
そ
の
地
域
に
お
い

て
確
実
に
実
施
さ
れ
る
必
要
の
あ
る
事

務
・
事
業
の
う
ち
、
地
方
公
共
団
体
自
身

が
直
接
実
施
す
る
必
要
は
な
い
も
の
の
、

民
間
の
主
体
に
委
ね
て
は
確
実
な
実
施

が
確
保
で
き
な
い
お
そ
れ
が
あ
る
も
の

を
効
率
的
・
効
果
的
に
行
わ
せ
る
た
め
、

地
方
公
共
団
体
が
設
立
す
る
法
人
。

■
問
い
合
わ
せ　

高
梁
市
行
財
政
改

革
推
進
本
部
事
務
局
（
企
画
課
内
�

�
０
２
０
９
）

�

表②　指定管理施設の分類

【分類１】　完全独立採算型施設
　指定管理者が使用料等を徴収するとともに、
その使用料等をもって独立採算で運営を行う施
設

【分類２】　一部補てん独立採算型施設
　比較的多くの利用が見込めることから、指定
管理者が使用料等を徴収し、運営を行うことと
するが、収支不足の一部を市が補てんする施設

【分類３】　公共施設併設型施設
　市や教育委員会の公用部分と指定管理部分が
併設している施設で、性質上利用料金の徴収が
あまり多くは見込めない施設で、公用部分のほ
かに維持管理費を市が補てんする施設

【分類４】　独立型施設
　地域コミュニティーの活動拠点となってお
り、他の公用施設等と併設されていない施設で、
その維持管理について指定管理者が使用料等の
徴収により運営を行う施設

【分類５】　指定管理廃止施設
　施設の管理形態を、指定管理から外し、直営
もしくは民営化、施設の廃止並びに他の用途に
転用を行う施設


